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第二段階〈第一次世界大戦~193(昨噴〉は W. 1. KingS1等によって多面にわた
1) Charles B. Spahr. Aη Essayυn the Pn.~!>ent Distrib-u.tωnofWιd抽， 1896 
2) F. H. Streighto任.Distribution of In回 me間 theUnited States. 1912 
3) W. 1.King， The Wealth and IncUfl1e IJf the Peopk of tke United States. 1915 






















4) W. C. Mitchel， W. 1.King， F. R. Macaulay and O. W. Knauth，Income四 theUnited 
Sta弘es.Vol. 1， Summery 1921， Vol. I. DetaIls， 1922 
5) U. S. Dep. of Commerce， National lncome， 1951， Natiunal Outp叫“tdInc目前， 1958，
Natinnal I.町ome，1965 
6句) NBER.N向ati回'onalE.訟加C叩σ開?η叩z回om附才1cAc白C印o凹E即"n削ltSQ〆z品heui日示












@1930年代における S.Kuznetsの研究 ⑥1942-46年の商務省の研究 @商
務省国民所得統計の1947年の改訂，町三つを通じて，大き< i変革」され，現
行の「国民勘定」がで雪あがるのである。これらを順次みていころ。
@ S. Kuznetsの研究 S. K uznets9)が1930年代にやった重要なことは次












8) U. S. Dep. oI Coulluerce， Nauonal Income 1929-32， 1934. 
9) 邑Kuznets，ぷTationaZIncome and CapitaZ Formation. 19叩 .Commodity Flow and 
Capi臼 lFQrmation， 1938. Nat四 zalIn山田山ldlts凸 =t町出on，1941 

























⑥第二次大戦期における商務省の研究明 商務省では M.G孔berlとか G.
10) U. S. Dep. of Cornmerce， Milton Gilbert and R. B. Bangs， .， Preliminary Estimates of 
Gm田 NationalProduct 192与41"，suπey of CWTent B叫 iness.May 1942; Edward F 
P田 1田 n，. Consu回目erExpendi四resfor Selected Grou胃 ofServices 1929-41 "， Su門叩











































もいられる。 乙れに対して商務省は政府購入の財， 用役を 括して「政府購
買」としてそのような区別はもうけていないロつまり商務省は「政府」を最終
of Current B悶 iness.October 1942; Willam H. Shaw， “The Gross Flow of Finishecl 
Commoo由 esand New Construclion 1929-41 "， Si同市町ザ C，抑制tBusu臨むApril1942; 
M. Gilbert and G Jasji. "National In∞me and N山田alProduct in 1942勺品広町leyof 
Cu庁酔ltBi山間ess~ March 1943 等々 。















控 除 財とサ ゲィスの政府購買 15.1 
連邦政府 0.8 
(国 防〕 1.4 
そ の 他 5.4 
州と地方政府 8.3 
イコール 民聞の使用可能な財とサ ヴィス 73.0 
控 防、 民間粗資本形成 11.0 






イコール 消費者に売られた財とサーヴィス 62.0 
同J 久 財 7.1 
非耐久財とサーヴィス 54.9 
Pre1iminary Estimat田 ofGross Nat町羽.1Product 1929-41， Su門 eyof Cu庁 "entBusiness. 
加1ay1942 























































National Incorne and National Product in 1943. Su門町 QfCmτrentB出 tness，April 194-. 
























11) U. s. Dep. of Commerce. Natumal Incフmeand Product Statistics of the Unitea 
States 1929-46，品'1砂lemel.必如 S"同町ザCu庁 "entB間 iness，July 1947 
12) Gilbert， Jasji. D四 isonand Schwa由 J‘Objectivesof National Income Measurment， a 
Reply to Pruf回目rKuznets "， The Reviewザ、 Eco問問'csand Statistu:s ，-August 1948 




賃金及び給料 45，745 個人消費支出 67，466 
附加分 2，075 民間総園内投資 9，917 
非会社企業の所得と
在庫品の評価調整 11，?-82 海外純投資 888 





両日 当 3，796 
未配当利潤 1，209 










(国民粗生産物。経費〉 96，339 〔国民総生産〕 91，339 




賃金及ひ給料 対消費者 64，003 
支払額 36，250 対政府 5，375 
支払額に対する発生額回超 。対事業資本勘定 9，476 
っ晶 対タ十国 l 1，123 

























〔事業総生産申経費〕 80，418 (事業D粗生産〕 80，418 
32 (32) 第 112巻第1号
第 4表の①総合政府収入と同支出 (1939年〉
単位百万ドル
賃貸労務の購入 個人税及び非税収入 2，440 
直接労務の購入 会社利得税発生額 1，462 
被傭者の報酬 間接事業税及び非税負題発生額 9，365 
貸金給料 7，343 社会保険に対する負担ー
同附加分士 被傭者負担 596 
社会保険に対する雇傭主 199 雇傭主負担
負担 事 業 1，330 
其他の勤労所得 87 政 府 199 
〔発生j所得と生産物〕 7，629 家計及び諸機関 11 






(政府支出〕 17，270 〈政府収入及び不足額〉 17，270 
第4表の②海外勘定 (1939年〉
単位吉方ドル
米国に対する要素所得。純支払 米国における負。純投資額 888 
額
賃金給料 2 
1'IJ 子 127 













直接労務の購入: 事業の支払 36，250 
被傭者自報酬 政府の支払 7，343 
支払賃金給料 2，15日 家計及び諸機関支払 2，150 
附加分 海外よりの受取 2 
社会保険に対する雇傭 控除社会保険に対する被傭 596 
主負担 11 者負担 • 其他の勤労所得 17 その他の勤骨所得
支払利子 801 事 業 431 
(発生所得及び家計E諸機 政 府 87 2，979 家計及び諸機関 17 関の純生産〉
諸機関の減価償却 187 非会社企業の所得と在庫品評価 11，282 
〈家計と諸機関白総生産〕
調整
3，166 個人賃貸所得 3，465 
事業よりの純購入額 63，816 配 当 3，796 
海外より目純購入額 484 個人利子所得 5，417 
個人税及び非税支払 2，440 政府振替支払 2，512 
個人貯蓄 2，701 事業振替支払 451 
〔個人支出及び貯蓄〉 72，607 〔個人所得〉 72，607 
第4表の@総貯蓄と投資 (1939年〉
単位百万ドル
事業の資本勘定購入両 9，476 支払賃金に対する発生賃金の超 。
事業在庫品の増減 441 過額
海外のための米圏内の負の純投 888 会社の未配当利潤(圏内〉 1，162 
資 会社在庫品の評価調整 -714 
所得と生産取引における政府の 1，867 統計上の魁断 1，375 
不足(+)文は余剰(ー 〕 民間事業による資本減耗引当 8，101 
海外出先機関白利得〔純額〕 47 
個人貯蓄 2，701 
〔粗投資と政府赤字〉 12，672 (組民間貯蓄〉 12，672 
N出ionalL町 'Otneand Product品't:atisticsof the UJ問白dStates 1929-46. National 
Income品企plementto Survey of Current B山間回収.July 1947. 

























13) G. Co-lm.“Experience in the U se of Social Ac巴ountingin Public Policy in the Uηited 
States "， Incoηr.e and Wea1th l， 1948 














補整的財政政策。理論的基礎は J.M 目 Keynes(1883-1倒的の有効需要論で
ある。 J.M. Keynesが1930年代の S.Kuzrietsの国民所得研究について直接言
及しているのは「雇用，貨幣，利子の一般理論」の第8章正 EconomicJ our町







れでこの「投資J (S. Kuznets 0)いう「資本形成J)が置接推計されたことが重要
だったのである。また ClarkWarbartonも“Studiesin Income and Wealth" 
14) J. M. Keynes.“Fluctuations Il the Net Investment in the U. 5."， Economic Journal. 
Sept. 1936 

























15) Cla:rk Warbarton“Accounting Methodology in the Measurment of National Income "，
Study in Inc山7u!and Wealth !， 1948 
16) M. Gilbert and G. Jasji，“N，tωmal Product and Income S畑出tics"，Dun's Re1.師 V.
Feb. 1944. 

























した s.E. Harrisl7}りやり方をみてみよう。 Harrisによると1940年から1944
年にかけて「国民所得は約70日億ドんから 1550億ドノレへ上昇Lた。所得ほ軍需
17) S. E. Harris， Price 4nd Related Gmtrols in the Unt'ed Stat.es. 1945 

























18) The Nation's Economic Bt崎吋;The Economic Repo吋 ofthe President to the Con-
gress.-January 1945 
19) Edward F. Denison.“Report on Tripartite Discussion of National 11∞me Measur-
ment "， St:udies in Income and Wealth 10， 1947. 
アメリカ合衆国における国民勘定の形成 (39) 39 
とも緊急な課題であるということが提起されている。そしてそこでは. 1)粗国
民生産・国民所得勘定 2)個人所得・支出勘定め民間産業の統合利潤損失勘


















































20) John Maynahd Keynes， The G日 eralTheory of E明P占oyment，lnterest and Money， 
p.220，塩野主主九十九訳「雇用貨幣利子の一般理論」昭和25年， 265へ ジ。























































.?l) カ ル・マルク人 「経済学批判要綱」高木幸三郎監訳1959'年， 14ヘージ。
アメリカ合衆国における国民勘定由形成 (43) 43 
らの把握とはかなりの.ギャップがある ζとがあきらかになったが，それではこ
の国民勘定は資本主義の体制的性格・階級的内容を反映するようになっている
であろうか。まず「投資」の把え方であるが，それが歴史的範時としての「資
本」であろうとなかろうと，資本家の所有物であろうと自営業者の所有物であ
ろうと労働者の所有物であろうと，月トククの増加でありさえすればそのカテ
ヨリ に入れられ℃いるという点がとくに目につく。 r消費」についても国家
と個人という ιとを除けば消費主体の区別は怠い。国民勘定のカテゴリーは単
なる素材的，超歴史的カテゴリーではなく，歴史的カテコリーなのであるが，
それは資本主義経済の歴史的性格を把握しうる志のでほな仁せいぜい商品経
済の各断面を把握していzにすぎない。資本主義経済から階級性を捨象して単
なる商品経済として把握しているところにこの統計のプノレジョア的性格がある
といっても L、い。
資本主義の一面の反映であるがゆえに単なるイデヌ7ロギーではなく現実を動
かす武器であ担うるが，他の一面を捨象しているがゆえに独占資本家にのみ役
立つ foolとなっているのである。 生産能力と有効需要の量的差異という形で
あれ，現実の矛盾を鋭〈把握しているがゆえに，国民経済統制のイデオロギー
的武器となりえた。階級的内容を捨象しているがゆえに政策に利用される時に
不況期には独占資本に有利な公共投資，戦時イ yフレ期には労働者に重税，節
約，勤勉というような階級的内容を洛意的にもちこむ余地を残していた。
商品経済としてであれ，国民経済のある断面を正確に統計的に推計しようと
すれば，少なくとも推計過程においては，性格のちがったものは性格のちがっ
たものとして別々に推計せざるをえず，従っ亡発表形式，表示形式はともかく
として，推計過程では階級別，素材的内容別推計士部分的に含まざるをえなく
なる。従っ亡推計技術的には国民経済を全面的に反映する国民勘定への準備を
含んでいることになっている。
44 (44) 第112巻第1号
むすび
以上の検討を通じて主張したいことは次のことであった。
1. アメリカ合衆国の国民所得統計白作成目的が1930~40年代になって国民
的厚生，国E号主産力，担税能力等複雑な多面的なものから有効需要政策の基準
へと明確化されたことによって
2 支出過程が独自に推計されるようになった乙と，国家セクタ が明確に
表示されるようになったζ と，勘定形式で各集計量間の相互関係が明確に示さ
れるようになったこと等々の「変革」がなされたが，そのととによって
3 乙の統計は資本主義経済の現実を一面ではより正確に反映するようにな
ったのではあるが，他面では資本主義経済が単なる商品経済として把握されて
いるために，生活指標の基準としても階級的体制的表現と Lても不充分なもの
として完成され，国民経済の資本家的統制jの旬。lとなっている。 しかし推計
過程が多面的になり，精激化の道を歩んでいるので生活指標を求めるうえでも，
階級的体制的表現を求めるうえでも批判的に利用できる余地を大き〈したこと。
等々である。
